
再生利用に関する技術的課題について 

資料 6 中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会（第1回）  

平成27年7月21日 

環境省 



除去土壌等の再生利用の検討のための既存指針等 
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再生利用に関する技術的課題について 

指針等 利用先の 
用途 

資材の 
要求品質 

放射線 
安全 留意点 

①発生土利用基準（国土交通省 H18.8/10） 

②建設発生土利用技術マニュアル(土木研究センター H25.12） 
○ ○ － 

放射線安全については、
他の基準等から活用 

③管理された状態での災害廃棄物(コンクリートくず等)の再生利用
について(環境省 H23.12/27) 

△ 
(例示のみ) 

－ ○ 
災害廃棄物のうち、  
土 壌 に 通 用 可 能 な    
部分を活用 

④福島県内における公共工事における建設副産物の再利用等に
関する当面の取扱いに関する基本的考え方 
（内閣府、復興庁、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省 H25.10/25） 

△ 
(例示のみ) 

－ ○ 
建設副産物のうち、  
土 壌 に 通 用 可 能 な    
部分を活用 

⑤災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用ガイドライン 
（地盤工学会 H26.10） ○ ○ ○ 

災害廃棄物のうち、  
土 壌 に 通 用 可 能 な    
部分を活用 

■上記の既存基準等の活用に加え、追加で検討すべき事項 
＜用途＞  
 ・中間覆土材、上部覆土材、土堰堤への活用 
＜資材の要求品質＞ 
 ・減容処理をした後の土壌の要求品質 
 ・コンクリート骨材、アスファルト骨材等としての要求品質 
＜放射線安全＞ 
 ・事故発生後、これまでに蓄積された最新の知見・経験も取り入れた放射線安全の検討 
 ・用途毎の作業者と周辺居住者の被ばく評価 
 ・用途毎の設計上の遮へい評価 
 ・再生利用後の安全性評価方法等 



（参考１） 除去土壌等の再生利用の検討のための既存指針等の調査 
①「発生土利用基準」※1 、②「建設発生土利用技術マニュアル」※2 
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・建設発生土や浚渫土、建設汚泥の有効利用を進めるための、土質区分基準や利用用途別の品質基準、
土質改良工法等  

再生利用に関する技術的課題について 

■資材の要求品質 
 建設発生土を評価判定するための「土質区分基準」 

・再利用促進のため、建設発生土を土質性状により5種類に区分 
（第1種：砂・レキ、第2種：砂質土・レキ質土、第3種：通常の施工性
が確保される粘性土、第4種：粘性土（第3種以外）、および泥土） 

・区分のための試験方法（含水比、粒度等）を規定 

   
  土質別の用途先選定の目安となる「適用用途標準」 

・上記の土質区分に対応する適用用途を明示 

・適用用途ごとに、 
①土質区分基準を適用する際の留意事項（例：最大粒径に注意、
透水性に注意など）と、②要求品質（強度等の材料規定、締固め
度等の施工管理規定）を提示 

 

■留意点 

・建設発生土や浚渫土などの自然土砂を対象としている。除去土壌に物理的・熱的処理を施した後の、粒径が均一な土砂
（骨材）、溶融スラグや焼成物等の記載はない 

・コンクリート骨材、アスファルト骨材、地盤改良用材料（サンドコンパクションパイル等）に関する適用用途の記載はない 

・放射能に関する対応方法は検討されていない 

 
 

■その他 
   利用用途に応じた土質改良工法と、   
品質保証・施工管理方法 

・発生する土の性状と利用用途に応じ、発生側
と利用側双方での土質改良工法や施工法 

・施工過程での品質を確保するための、発生側
と利用側双方での品質保証と施工管理方法 

※1 国土交通省通達（平成18年8月10日）  ※2 土木研究センター（平成25年12月） 

■利用先の用途 

 工作物の埋戻し、土木構造物の裏込め、  
道路用盛土、河川築堤、宅地造成、  
公園・緑地造成、水面埋立、建築物の埋戻し、 
鉄道盛土、空港盛土 



（参考２） 除去土壌等の再生利用の検討のための既存指針等の調査 
③「管理された状態での災害廃棄物（コンクリートくず等）の再生利用について」※3 
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・放射性物質に汚染された災害廃棄物について、原子力安全委員会が示した処理処分等に関する安全 
確保の当面の考え方を踏まえて、追加被ばくを抑制しつつ管理された状態での土木資材等として再生利用
を図るための具体的な方針 

再生利用に関する技術的課題について 

■放射線安全 
  再生利用の方針 

・通常の補修では交換されることのない公共工事資材に利用する 

・遮へい資材の厚さを30㎝確保することにより、3,000Bq/㎏程度までの  
再生資材は利用可 

・よりセシウム濃度の高い資材を用いる場合は、地表面からの遮へい 
資材の厚さを増すこと 

 
  検討・評価の例 

・道路の路盤資材としての利用について、資材保管時、工事時、利用時
のすべての期間の作業者と周辺居住者の外部被ばくと、地下水溶出 
経路による内部被ばくについて安全評価を実施 

・4,300Bq/㎏以下の再生資材を道路下層路盤材に用いても、道路建設作
業者の追加被ばくを1mSv/年以下に抑えることが可能 

・上層に30㎝の遮へいがあれば、3,000Bq/㎏以下（40cmの遮へいであれ
ば10,000Bq/kg以下）の再生資材を用いても、完成道路の周辺居住者の
追加被ばくを10μSv/年以下に抑えることが可能 

  

■利用先の用途 

＜対象の資材＞ コンクリートくず等 

＜用途＞道路路盤材、防潮堤等、 

      公共工事資材として利用 

＜その他、放射線管理について＞ 
施設管理者が再生資材の発生場所など
の履歴、利用諸元を適切に保管すること 

※3 環境省（平成23年12月27日） 

図 完成道路の周辺居住者の評価モデル 
   （網掛け部が再生資材の使用箇所） 



（参考３） 除去土壌等の再生利用の検討のための既存指針等の調査 
④「福島県内における公共工事における建設副産物の再利用等に関する当面の取扱いに関する基本的考え方」※４ 
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・福島県内における建設発生土を含む建設副産物を再利用する際の利用区域の考え方と、制約を受けずに 
再利用できる再資源化資材の放射能濃度の基本的考え方 

再生利用に関する技術的課題について 

■放射線安全 
建設副産物の再利用等に関する基本的な考え方 

・建設副産物（建設発生土、アスファルト、コンクリート）の再利用等は、副産物が発生した区域と放射線量が同等又はより   

高い区域において行うことを基本としている。 

・金属類、建設発生木材は、再利用して生産された製品がクリアランスレベルの設定に用いられた基準（10μSv/年）以下に 

なるように管理。 

発生した区域より放射線量の低い区域における再利用等 

・100Bq/kg以下の資材は工事制約なしで使用可。なお、放射能濃度に対する当面の措置として、浜通り・中通りにおける     

道路、河川等の屋外の公共工事では、資材の表面線量率0.23μSv/h以下は使用可。 

・屋外において遮へい資材を用いて10μSv/年以下に管理された状態で利用する場合は、100Bq/kgを超えても使用可          

（例えば3,000Bq/kg以下の資材等を30cm以上の覆土等をして用いる場合）。これは「管理された状態での災害廃棄物         

（コンクリートくず等）の再生利用について」（環境省）から引用。 

  

  

 
■利用先の用途 
    対象資材：建設副産物（建設発生土、アスファルト、コンクリート）の再利用、再資源化資材、金属類、建設発生木材 

用途：再利用等は屋外の公共工事に限定 

その他、放射線管理について：工事前後の空間線量率・表面線量率等を測定し有意な上昇がないことを確認 

 
※4 内閣府、復興庁、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省（平成25年10月25日） 



（参考４） 除去土壌等の再生利用の検討のための既存指針等の調査 
⑤「災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用ガイドライン」※5 
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・東日本大震災による土砂系の災害廃棄物（約1000万トン）を対象とした、土構造物としての性能と環境安全性
を確保し、土木資材としての有効利用を進めるための基準等 

再生利用に関する技術的課題について 

■その他 
 利用を実現するために必要な取り組み 

①復興資材等の利用を促進する枠組・制度の整備 

②強靭で環境に安全な土構造物の構築 

③高次な「資材マネジメント」の実施 

④啓発活動と継承 

⇒再生資材の利用促進のための制度整備、社会的受容性
向上への取り組みの参考となる 

■留意点 

・放射能対策に関しては基本的な考え方は示しているが
具体的な対応方法の言及はない 

・コンクリート骨材、アスファルト骨材、地盤改良用材料 
（サンドコンパクションパイル等）に関する適用用途の 
記載はない 

■放射線安全 

・放射性物質の扱いについては、④「福島県内における公共 
工事における建設副産物の再利用等に関する当面の取扱い
に関する基本的考え方」を引用 

■資材の要求品質 
 用途毎の復興資材等の活用方法と要求品質 

・復興資材の利用実績を収集整理し、資材利用を啓発 

・用途毎に整理した要求品質項目は、 
 土質区分基準に基づく土質性状、材料規定、施工管理規定 
 設計時・施工時の留意事項、等 

⇒再生資材の品質に応じた用途先選定の目安となる 

・用途毎（土壌、地盤改良材、沿岸域での利用等）の考慮すべ
き環境関連の基準等を収集整理 

・有害物質による環境への影響を、施工時および施工後の  
モニタリング、トレーサビリティにより管理する手法を提示 

⇒有害物に関する品質管理の考え方の目安となる 

 

※5 地盤工学会（平成26年10月） 

■利用先の用途 

 海岸堤防、河川堤防、港湾施設、水面埋立、土地造成
道路盛土、鉄道盛土、農用地、海岸防災林、            
工作物の埋戻し材料 



（参考５） 自然放射線及び人工放射線による放射線被ばく 
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再生利用に関する技術的課題について 

出典：放射線医学総合研究所ＨＰ「放射線被ばくの早見図」 

人工放射線              自然放射線 

・6-3ページ：再生資材を用いた場
合の追加被ばく線量の上限
10μSv/年（0.01mSv/年）  

・6-4ページ：建設副産物を管理さ
れた状態で利用する場合の線量
の上限10μSv/年（0.01mSv/年）  

・6-3ページ：作業者の被ばく線量の
上限1mSv/年  

既存指針等で示された 
被ばく線量の例 



（参考６） 災害で発生した大量の廃棄物等を利用した事例 

7 出典：宮城県ＨＰ「東日本大震災における災害廃棄物処理シンポジウム」の基調講演資料「東日本大震災の経験に基づく災害廃棄物処理の方向性」（東北大学大学院  吉岡敏明教授） 

再生利用に関する技術的課題について 

・下図は宮城県石巻ブロック等で実施された災害廃棄物の利用事例であり、処理対象廃棄物の8割以上を
資源として再生し、再生利用を進めている。 



・地盤改良用材料 
 （サンドコンパクションパイル等） 
 
 
 
 
 
・コンクリート用骨材 
 
・アスファルト用骨材 
 
・防潮堤 
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・中間覆土材 

再生利用に関する技術的課題について 

再生利用において考えられる用途先 

・既存のガイドラインやリサイクル資材の使用実績がある用途先、さらに除去土壌等に関連する用途先を  
整理し、再生利用において考えられる用途先を幅広く抽出する。 

既存のマニュアル類が想定する用途先の例 その他考えられる 
用途先の例 

利用実績や資材として 
共通の用途先の例 

・上部覆土材 

・埋戻し材 
 
 
 
 
 
・道路用盛土 
 （上層路盤材） 
 
 
 
 
 
 （下層路盤材） 
 
 
 
  

・土木構造物の裏込材 
 
・河川築堤 
 
・土地造成 
  （宅地、公園緑地） 
 
・鉄道盛土 
 
・空港盛土 
 
・水面埋立 
 
・海岸防災林 ・土堰堤 

写真出典：建設副産物ﾘｻｲｸﾙ広報推進会議HP及び国土交通省HP 



手順⑦ 
   供用開始後の管理方法の検討 

・維持管理方法 

再生利用の考え方（指針等）の検討手順 

再
生
利
用
の
考
え
方
（指
針
等
） 
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手順① 
     再生資材の用途先の設定 

・需要、用途先の開拓等に  
より、用途先を設定 

再生利用に関する技術的課題について 

• 土木資材・構造物としての安全評価と、放射能に対する安全評価を、最新の放射線安全に関する知見・経験
を踏まえて検討を行い、相互の妥当性を確認しながら進めて再生利用の考え方（指針等）を取りまとめ、再生
資材の利用を促進する。 

手順② 
     資材としての要求品質の検討 

・用途先ごとの要求品質、資材の
調整方法、品質保証方法を検討 

手順⑥ 
   施工中の放射線安全管理方法の
検討 
・施工上の注意事項及び対策 
・モニタリング 

手順⑤ 
   構造物の設計仕様の検討 

・用途先の構造物の設計上、再生資材を 
どのように適用できるかを検討 

・実際の現場での適用性検証 
 

手順③ 
   構造物のモデル化、被ばく計算 

・用途先の構造物をモデル化 
・遮へい、閉じ込め性の評価 
・作業者及び一般公衆の被ばく線量 

   を計算 

手順④ 
    放射性セシウム濃度レベルの算出 

・再生利用条件（用途に応じた遮へい 
効果等も考慮）を踏まえた被ばく線量
を検討 

・上記線量に相当する放射性セシウム
濃度を算出(再生利用できる条件整備) 

放射能濃度の確認段階の検討 
(素材、製品(再生資材)、構造物） 



再生利用の考え方（指針等）として想定される項目 
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【再生利用の考え方（指針等）の項目イメージ】 
 1) 再生利用先の構造物 
  (1) 使用する再生資材の種類 
  (2) 利用する構造物の選定・安全評価 
 2) 再生資材の品質 
  (1) 土木資材としての安全評価 
  (2) 品質の調整、確認、保証方法 
  3) 放射線安全に関連する評価項目の考え方 
 4) 設計上の遮へい、閉じ込め性の評価 
  (1) 工事等作業者及び利用者の被ばく評価 
  (2) 再生利用条件（用途に応じた遮へい効果等）を  

踏まえた放射能濃度レベルの算出 
 5)  施工上の注意事項及び対策 
 6) 一時保管場所の管理 
 7) 維持管理 
   3）～7）は、放射線安全に関連する新たな項目 

【社
会
的
受
容
性
の
検
討
】 

 

・   

啓
発
活
動
等 

【利
用
先
の
創
出
方
策
】 

 

・ 

再
生
利
用
の
可
能
量
の
評
価 

・ 

利
用
先
を
創
出
す
る
方
策
の
検
討 

• 土木学会等の意見も踏まえ、再生利用の需要量や総合的なコスト評価、及び社会的受容性の検討も進める。 
• 国内外の基準・知見、専門家の意見等を踏まえた再生利用条件を満たす被ばく線量の検討を行う。 

再生利用に関する技術的課題について 
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